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論文要約	 
「1960 年代学生運動の形成と展開—生活史にもとづく参加者の政治的志向性の分析—」	 
人間科学専攻	 小杉亮子	 
 
	 1960 年代は、アジアやアフリカ、北米、中南米、西欧、北欧など広範な地域で同時に社
会運動が多発した希有な時期だった。また、多くの国の社会運動で若者が中心的役割を果
たしたという点においても特異な時期だった。世界的な社会運動の時代としての 1960 年代
は社会運動が高揚した地理的範囲の広さや若者たちが掲げた要求の新しさ、各国の政治過
程と社会運動に与えた影響などから、最高揚期の 1 年に象徴されて“1968”と呼ばれる。 
	 日本においても、まず、1960 年 4〜6 月に日米安保条約改訂にたいする国民的反対運動が
起きた。いわゆる 60 年安保闘争である。学生運動は国会突入などの直接行動を繰り返し行
い、その先鋭的姿勢は安保闘争を象徴するものとなった。1968〜1969 年には、大学内で抗
議活動が展開する、いわゆる学園闘争が全国で発生した。学園闘争で学生たちは学費値上
げや学生会館の管理権などをめぐって大学当局と対峙し、授業放棄やストライキ、大学施
設の封鎖や占拠を行った。本稿では、このように 1960年代の日本で発生した学生運動を 1960
年代学生運動と呼ぶこととしたい。 
	 当時から約 50 年が経過したが、欧米ではこの間“1968”の若者運動の思想的背景や形成・
展開過程、さらにはその社会的影響などをめぐる議論が一定程度積み重ねられてきた。た
とえばドイツでは、1960 年代前半に社会現象となったナチの過去をめぐる論争を背景に、
“1968”の若者運動が発生した。ナチ台頭を許した親世代への批判とドイツ社会が帯びて
いる権威主義的傾向の克服とを主要なテーマとして出発した若者運動は、ベトナム反戦や
非常事態法の成立阻止をイシューに 1960 年代後半に高揚した。1968 年 5 月以降分裂してい
った若者運動は、一方で一部の参加者が過激化し、1970 年代に建物爆破や要人誘拐・殺害、
ハイジャックといったテロ活動に従事した。テロがピークに達した 1977 年は“ドイツの秋”
と呼ばれることになった。しかし他方で、新しい女性運動や環境運動などの成立にもつな
がった。1980 年の緑の党結党と 1998 年の緑の党の連邦政権参入を支えたのは“1968”当時
に若者だった人びとであり、“ナチの過去の克服”というテーマは現在にいたるまでドイツ
の環境政治の推進力となっている（青木聡子 2013; 井関正久 2005; 西田慎 2009; Jeremy 
Varon 2004）。また社会運動の社会学そのものにとっても“1968”が持つ意味は大きく、ア
メリカ社会学では“1968”に関連する研究から社会運動論の構造的アプローチが発展し、
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ヨーロッパ社会学でも新しい社会運動論をはじめ社会変動と社会運動を連関させて論じる
理論が生み出されている。 
	 日本では、しかしながら、1960 年代学生運動にかんする総括が十分になされてきたとは
いえない。その直接的な原因は、1960 年代学生運動にかんする否定的な集合的記憶の形成、
学術研究の少なさ、雑多かつ断片的な当事者たちの回想の 3 点にある。同時に社会運動の
現場では、1960 年代学生運動の遺産が継承されず、“1968”世代の参加者と後続世代の参加
者とのあいだにイシューや戦略・戦術をめぐる断絶が生じている。1960 年代学生運動を受
けて警察庁が 1960 年代後半から 1970 年代にかけて取り締まり（ポリシング）戦略を巧妙
化させ「過激派」という社会運動家イメージをメディア上につくり上げることに成功した
ことも、“1968”世代と後続世代とのあいだの断絶を広げた。結果として、“1968”世代の
原点といえる 1960 年代学生運動は過去の出来事として片付けられつつある。そして 1960
年代の一連の抗議行動にかんする否定的な集合的記憶が放置されるままとなり、社会運動
全般、とくに 1960 年代に見られたような街頭での直接行動をとり、社会主義への移行に代
表される根本的な社会変革を求める社会運動についての否定的なイメージが維持される一
因となっている。 
	 しかし 1960 年代学生運動の担い手たちは、1960 年代だけでなく、1970 年代以降現在に
いたるまで社会運動・抗議活動に積極的に参加してきた特徴的な社会運動参加層であり、
戦後日本の社会運動を牽引してきた存在である。彼らの原点である 1960 年代学生運動にか
んする総括の不十分さは、戦後日本社会運動史と日本の社会運動の特質にかんする的確な
理解を阻んでいるといわざるをえない。これにたいして数少ない先行研究（安藤丈将 2013; 
小熊英二 2009a, 200b; 竹内洋 1999）は 1960 年代学生運動について、否定的に描くことに
よって参加者のそもそもの問題意識や運動の社会的背景を十分に分析しえていないか、も
しくは肯定的に描くことによって現代と連続性がない要素を分析の俎上に上げられていな
かった。こうした先行研究が抱える課題が意味しているのは、我々はいまだ 1960 年代学生
運動を内在的に理解し、その歴史的意義を明らかにすることができていないということで
ある。 
	 以上をうけ、本稿では、1960 年代学生運動と現在とのあいだに存在する断絶を踏まえつ
つ、1960 年代学生運動参加者の問題意識と運動論の内在的分析を行うことによって、その
歴史的意義を明らかにすることを目的とする。この課題に取り組むため、本稿では 1968〜
1969 年にかけて東京大学で起きた学園闘争（以下、東大闘争）を事例とし、筆者が行った
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参加者・関係者にたいする生活史聞き取り調査をもとに、分析を進める。 
	 本稿は全 3 部 9 章から構成される。第 1 部「本稿の課題と方法論」では、第 1 章「本稿
の課題」で上述のように課題を設定したうえで、第 2 章「本稿の方法論」で聞き取り調査
によって集めた生活史を分析するという方法論をとる理由について説明した。生活史とは、
口述資料や文書史料を用いて、社会–歴史的文脈から個人の生涯を記述したものであり、対
象者の行為の背後にある社会過程を対象者の主観に沿ったかたちで明らかにできるという
特徴を持つ。すなわち、他者を内在的に理解することに向いているのが生活史法なのであ
る。こうした特性に着目して社会運動の社会学でも生活史法は採用されており、イタリア
における“1968”の負の遺産といえる極左テロ組織への参加プロセスなどがこれまで分析
されてきた。本稿で生活史を採用することによって、1960 年代学生運動の参加者たちが何
を問題にしていたか、なぜラディカルな抗議行動に出たのかという参加者たちの動機と問
題意識と、それらを妥当なものとして成立させた社会的文脈とを明らかにすることができ
る。こうした生活史法による社会運動分析は、社会運動論のなかでも認知的・文化的要因
から社会運動の生起・展開を説明する文化的アプローチに位置づけられる。 
	 第 3 章から第 7 章までの第 2 部「多元的アクターたちの相互作用と主体化」は、筆者が
聞き取り調査によって収集した東大闘争参加者・関係者 44 名の生活史 をもとに、東大闘
争の参加者たちが歴史–社会的文脈との相互作用、そして参加者・関係者同士の相互作用を
とおして学生運動のアクターとして主体化し、東大闘争に参加していった過程を描いた。 
	 第 3 章「1960 年代学生運動のアクターたちの人間的基礎」では、東大闘争参加者たちの
幼少期から東大入学直前までの政治的社会化過程の特徴を析出した。Dawson, Prewitt & 
Dawson（1977=1989）にもとづき、社会集団への帰属意識、家庭・家族、学校・教育につい
て検討したところ、まず、東大闘争参加者の語りには、近傍に生活する自らより貧しい生
活を送っている人びととの対比から、“裕福ではないが貧困でもない”層へと自らを位置づ
けていたエピソードがたびたび登場することがわかった。さらにそのことによって、貧困
や貧困によって生じる自他の差にたいして道義的怒りを抱く過程も語りからは見えてきた。
参加者たちの家庭環境については非常に多様であったが、日本民主青年同盟（以下、民青）
の学生運動に参加していた学生は父親が日本共産党の党員もしくはシンパだった事例が見
られ、家庭環境が政治活動に参入する障壁を下げたと考えられる。さらに学校・教育は、
幼少期から青少年期まで長期間にわたって参加者たちの政治的社会化に重要な役割を果た
していた。戦後直後の自由主義的な教育から教育の逆コースへという戦後教育の変動と、
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それに対応する教職員組合活動とを背景として、教師や授業内容の導きによって政治的志
向性を形成したという直線的な政治的社会化だけでなく、教師や先輩、同輩の政治的な言
動に反発を感じることによる政治的社会化も見られた。最後に、東大闘争参加者の人間的
基礎として特筆すべきは、戦争とは実際にどういうものかについての想像を促す経験や、
戦争を身近なものとして了解することを促す経験が、幼いころに頻繁にあったことだった。
このことは、のちにベトナム反戦運動と連動しながら東大闘争が高揚したことを理解する
にあたって重要である。 
	 第 4 章「1950〜1960 年代の学生運動文化とその変容」では、社会運動論の文化的アプロ
ーチのなかでも運動文化に着目する研究群を参照しつつ、1960 年代後半までに東大キャン
パスに形成されていた学生運動文化のありようについて検討した。戦後の学生運動は「大
学卒業という要件を満たし、政治的立場において広義には『進歩的』……狭義にはマルク
ス主義的である」「新しい知識階級」（Henry D. Smith 1972=1978: 235）、すなわち「左翼知識
人」（Smith 1972=1978: 235）の養成所、もしくは必須の通過点という性格を持っていた。知
性化した左翼学生運動では読書実践や議論が重視された。また、1950 年代半ばまでに自治
会や寮、クラス、学科といった学生生活の諸組織を舞台に社会主義・共産主義運動のため
の動員・活動を行うというスタイルが確立することになった。 
 ただし、1950 年代半ばからこうした学生運動文化に変容が起こりつつあった。当初は日本
共産党の指導をうける日本民主青年同盟の学生運動のみであったが、1956 年のフルシチョ
フによるスターリン批判やソ連によるハンガリー侵攻のころから状況が変化し始め、1960
年の安保闘争を大きな契機として新左翼の学生運動が形成されていた。さらに 1960 年代前
半には、こうした左翼学生運動にもはや関心を示さないノンポリの学生による運動も誕生
しつつあった。学生運動が多元化しつつあるなかで生起したのが 1968 年から 1969 年にか
けての東大闘争であった。 
	 第 5 章から第 7 章では 1968〜1969 年の東大闘争における参加者・関係者の経験を発生・
展開・収束の 3 段階に分けて検討し、東大闘争をつうじて参加者がどのような問題意識と
動機をもとに行動したか、あるいはどのような政治的志向性を獲得したか、そしてそれに
よって東大闘争がどのように進行したかを明らかにした。そのさい東大闘争を「たたかい
のサイクル」（Sydney Tarrow 1998=2006）ととらえた。たたかいのサイクルとは社会システ
ム全体に紛争が広まる局面を指し、特定の集団による抗議活動から始まって、それまで社
会運動に参加する可能性が低かった社会集団にまで抗議活動が伝播することによって高揚
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し、やがて収束する。 
	 第 5 章「東大闘争の発生過程—参入するアクターと主体化するアクター」は、1968 年 1
月から 11 月ごろまでの時期を扱い、東大医学部で発生していた局地的闘争が 1968 年 6 月
17 日の機動隊導入をきっかけに全学化し、医学部以外の学部にもストライキやデモといっ
た抗議活動が広がった過程を描いた。この過程で、すでに学生運動への参加経験を持ち政
治化していた学生がこの学園闘争に参入すると同時に、それまで学生運動に深い関わりが
なかった学生までもが政治的主体となる主体化が起きていた。 
	 東大闘争では、第 4 章で明らかにした学生運動の多元化状況を反映して、民青、新左翼、
ノンセクトという三層のアクターが存在した。この三層のアクターは、大学当局に抗議す
るためにストライキを実施するという戦略を共有していたにもかかわらず、闘争への意味
づけが異なっていた。すなわち、民青は大学民主化の一過程として、東大闘争を制度改革
の機会として捉えていた。新左翼は大学内在的な課題への関心は薄く、東大闘争に熱心に
参加しながら、ベトナム反戦など学外の闘争へと問題意識を向けていた。そしてノンセク
トは、学問や学生、研究者のありかたといった大学や学問について問うていくプロセスと
して東大闘争を捉え、民青との対抗関係にもとづいて共闘していた新左翼と自らを明確に
区別していた。さらにそれぞれについて、東大闘争に参入した参加者と、東大闘争を政治
的自己形成の機会として経験することになる主体化する参加者という、できごとのとらえ
方が大きく異なる 2 種類の参加者がいた。ただし、東大闘争のなかで主体化する参加者は、
学生運動のアクターのなかでも新しい志向性といえる新左翼、もしくはノンセクトにむけ
て主体化する者が多かったことはつけくわえておかなければならない。 
	 第 6 章「東大闘争の展開過程—アクターの分極化」では 1968 年 11 月ごろから 1969 年 2
月ごろまでの時期を扱った。この時期、大学執行部の交替、日本共産党の学生運動にかん
する方針の転換、ストライキ反対派学生の組織化、民青や新左翼諸党派による“外人部隊”
の導入と暴力的衝突の開始など複数の要因によって、闘争終結に向けた大学執行部・学生
の動きとそれに対抗する学生の動きとが加速化し、学生間の対立が激化していった。上記
の諸要因に加え、東大闘争では各学部・各学科単位で自生的・自発的に抗議活動が組織さ
れたため、この時期、東大闘争はどの立場にいる参加者にとっても見通しがきかないほど
混乱を深めていた。 
	 たたかいのサイクルの高揚期の特徴は、自然発生的に増加したアクター間の複雑な相互
作用によって不確実性が高まることである。このことは同時にたたかいのサイクルの高揚
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期が、それまでなかったような集合化や相互作用によって新たな抗議レパートリーや戦術、
またシンボルやイデオロギーが生み出される創造的な時期ともなりうることを意味してい
る。とくに第 6 章ではこうした不確実性のなかの相互作用によって、ノンセクト・ラディ
カルという学生運動のありかたが新たにつくり出されたことを明らかにした。ノンセク
ト・ラディカルの学生運動は、政治的な自己形成に力点を起きつつ、民青との対立関係か
らホリゾンタルな小集団への志向性を、大学執行部や民青、新左翼との相互作用からは体
制や制度の変化ではなく、具体的な社会関係や人びとの態度・認識の変化を社会変革の重
要な側面ととらえ、それを原則主義的に追求する志向性をそれぞれ学習することとなった。
しかしこのノンセクト・ラディカルの学生運動は、社会主義革命を究極的な目標としてい
る民青・新左翼諸党派の学生にとっては理解しがたいものに映った。 
	 第 7 章「東大闘争の収束過程—アクターの主体化・転換・退出・離脱」では、1969 年 2
月ごろから 1970 年代前半まで時期を扱った。この時期は、東大闘争というたたかいのサイ
クルが高揚期から収束期へと移行する 1969 年 2 月から 12 月までと、東大キャンパスがほ
ぼ完全に“正常化”し東大闘争参加者たちの集合性が解体していった 1970 年代前半との 2
つの時期に分けられる。第 7 章ではとくに、日常に戻るなかで、たたかいのサイクルの高
揚期に生み出された新しい行為形態や思想、シンボル、抗議レパートリーがどのように収
束期以降に持ち越されたかに着目した。そして、もとの行動形態に戻る参加者（退出）、東
大闘争で形成された新たな思想や語彙を用いて運動を続けようとした参加者（さらなる主
体化・転換）、さらに、10 項目の確認書締結をひとつの区切りと捉える、目標達成の困難さ
や他党派との暴力的衝突、警察・政府の弾圧強化などによって疲弊する、進路選択を迫ら
れるといったさまざまな要因によって学生運動から離脱した参加者という 4 パターンを指
摘した。 
	 第 3 部「1960 年代学生運動の位相」では、第 2 部の内容をふまえて、より外在的な観点
から 1960 年代学生運動が果たした歴史的役割やその影響を検討した。第 8 章「グローバル・
シックスティーズのなかの日本」では、グローバル・ヒストリーのなかのグローバル・シ
ックスティーズ論を参照しながら、同時代のグローバルな現象としての“1968”のなかに
日本の 1960 年代学生運動を位置づけることを試みた。グローバル・シックスティーズ論が
提示する“1968”の社会運動のグローバルな形成要因である①冷戦構造と社会運動の相互
作用、②国境を越えた文化の流通、③国境を越えた社会運動の相互作用の各点ついて検討
した結果、明らかになったのは、日本の 1960 年代学生運動を欧米の“1968”との同時性の
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なかでのみ位置づける視点がもつ限界である。すなわち、日本の“1968”は、すでに始ま
っていた情報のグローバル化と、海外渡航がまだ一般に広く開かれておらず、遅れていた
身体のグローバル化とのズレによって特徴づけられていた（中川圭 2010）。ヨーロッパ・
アメリカの“1968”と、欧米の社会運動や文化的要素との相互作用はあくまでメディアを
介した間接的なものに留まった日本の“1968”とのあいだには、グローバル化のズレがあ
る種の距離を生じせしめていた。 
	 さらに重要な点は、十五年戦争の戦争責任やアジアの旧植民地との関わりにかんする問
題意識が東大闘争のプロセスに具体的に影響し、日本の“1968”はアジア圏内のトランス
ナショナルかつ具体的な相互連関・相互作用によってこそ形成されていたと考えられるこ
とだった。このときトランスナショナルな存在は、韓国をはじめとする日本の旧植民地や
沖縄の学生運動・社会運動、さらに日本国内に暮らす在日コリアンや韓国や台湾からの留
学生など、欧米ではなくアジアからやってきていた。“1968”におけるアジア圏内の越境的
相互作用は、1970 年代以降の日本の社会運動に本格的に登場することになる、“民衆の戦争
責任”や“戦後責任” 、“アジアへの加害の克服”といったテーマ（道場親信 2005）が、
日本の 1960 年代学生運動のなかにもたしかに表れていたことを示している。 
	 本稿の最終章である第 9 章「戦後日本社会運動史のなかの 1960 年代学生運動」では、通
時的な観点から、戦後社会運動史における 1960 年代学生運動の意義について考察した。ま
ず、多くのノンセクト・ラディカルを生み出した東大闘争は、第 4 章で描き出した左翼学
生運動文化を結果として衰退させたことを指摘した。 
	 また、東大闘争の感想や個人的な総括、参加をとおして得た価値観などにかんする参加
者たちの語りには、〈マクロ変革—ミクロ変革〉〈予示的—戦略的〉という 2 つの対立軸が
見られた。前者は、社会変革について考えるさいに対象となる範囲をめぐるものである。
変革の範囲を最大にとれば社会体制を変革する革命（revolution）となり、最小にとれば自
己を変える自己変革（self transformation）や自己解放（self liberation）となる。1960 年代学
生運動参加者の場合、マクロ変革はとりわけ社会主義革命を意味する傾向にあるという特
徴があった。後者は、そうした変革をめざして遂行する行為の基準をめぐる軸である。こ
の第二の軸を〈予示的—戦略的〉の軸と呼ぶこととする。予示的とは予示的政治（prefigurative 
politics）にたいする志向性を指す。予示的政治とは「望ましい社会のすがたを“予め示し”
具現化するような関係性や政治の形態を、運動の実践のなかにつくり出し、維持する」（Wini 
Breines 1982: 6）ことをめざすものである。そこではいずれ到達する理想・目標は前提とさ
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れず、実践そのものが変革を構成していると考えられる。これにたいして戦略的政治では、
既存の政治・経済・社会体制に大きな構造的変化を引き起こすにはヒエラルキカルな組織
と戦略的行動が必要だと考えられる。この 2 つの対立軸をもとに、東大闘争参加者が闘争
をとおして形成した政治的志向性について、〈制度政治志向〉〈文化変革志向〉〈サブ政治志
向〉〈制度改良志向〉の 4 類型を析出した。さらに第 9 章ではそれぞれの類型について、1970
年代以降に参加者たちがどのような社会的活動や社会運動に関わったかを、生活史にもと
づいて具体的に描いた。 
	 以上の考察から明らかになった、戦後社会運動史における 1960 年代学生運動の意義とは
次のようなものであった。まず、1960 年代学生運動はサブ政治志向の学生を多く生み出し
た。サブ政治志向は、左翼学生運動にたいする批判と東大闘争での“敗北”体験から、制
度変革や国家権力との対峙を志向せず、自分がいる場を基点に、ミクロな権力関係をより
フェアにしていくことにたいして関心が強い。その結果、“自分がいるこの場で”社会規範
や権力関係を問い直す多様な実践が生み出されたともに、障害者の自立生活運動やマイノ
リティにかんする運動、女性解放運動、反公害運動、環境運動などの参加者層を形成した。
サブ政治志向の学生たちは全共闘派のなかでもとくにノンセクト・ラディカルに多く見ら
れた志向性だった。また、東大闘争のなかで民青や左翼学生運動にたいする強い批判意識
を形成した彼らは、変革のためにヒエラルキカルな組織を形成することへの抵抗感が強く、
小集団を志向していた。 
	 また 1960 年代学生運動は、制度政治志向の運動参加者とサブ政治志向の運動参加者とい
う、深い分断と対立をはらんだ 2 層の社会運動参加者層を生み出した。とりわけノンセク
ト・ラディカルは、それまでの左翼学生運動文化において個別の闘争がより大きな社会変
革の段階として位置づけられていたことや、政党が政治運動のために学生を動員するその
動員戦略を批判し、それとは異なる社会運動のありかたをつくりだすことに関心を持って
いた。そのため、もとより運動実践を政党や議会といった制度政治へと結びつけることへ
の関心が相対的に低かったと思われる。さらにいえば、東大闘争が大学執行部・教員の対
応と警察・国家の介入とによって“敗北”に終わったこともまた、制度政治上の変革を実
現可能なものとして参加者が受け止めることを難しくし、サブ政治志向を強めた。また、
全共闘と民青の深刻な対立は政治党派への忌避感を強め、制度政治志向とサブ政治志向と
のあいだに分断を深めた。ただし、1960 年代学生運動のなかでうまれたサブ政治への志向
性が制度政治上の変革と結びつかなかった要因としては、警察のポリシング強化による社
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会運動の後退（安藤丈将 2013）や 1970 年代まで経済成長が続いたことによる社会課題の
不可視化（Ochiai Emiko 2014）とが、ここまで挙げた要因と同程度に重要であることは忘れ
てはならない。 
	 石川准（1988）は「『制度変革』と『自己変革』という二つの目標の達成を、一つの社会
運動体に負担させること自体酷なのではないだろうか」（石川 1988: 163）と述べている。
本稿では東大闘争を事例としつつ、1960 年代学生運動が、異なる社会運動体のあいだで連
携しつつ分担されることが望ましい制度変革志向の実践と自己変革（サブ政治）志向の実
践とのあいだの距離が開いていった現場のひとつだったことを明らかにしてきた。しかし、
それはまた、いまいるこの場で自らの意志を貫きながら社会規範や権力関係を批判し問い
直す、草の根の人びとを生み出した現場でもあった。 
 
 
